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事
業
承
継
税
制
が
平
成
３
０
年
度
改

正
で
大
幅
に
要
件
が
緩
和
さ
れ
、
よ
り

効
果
的
に
な
っ
た
（
特
例
事
業
承
継
制

度
）。
事
業
承
継
の
際
は
贈
与
税
、
相
続

税
が
高
額
に
な
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。
そ

の
贈
与
税
、
相
続
税
に
つ
い
て
の
納
税

猶
予
が
規
定
さ
れ
た
事
業
承
継
税
制

だ
っ
た
が
従
来
は
規
制
が
厳
し
く
制
度

利
用
が
進
ま
な
か
っ
た
。

　

今
回
改
正
さ
れ
た
新
制
度
で
は
、
対

象
の
株
式
数
上
限
が
撤
廃
さ
れ
た
ほ
か
、

相
続
税
の
納
税
猶
予
割
合
が
８
０
％
か

ら
１
０
０
％
に
拡
大
、
ま
た
、
従
来
の

雇
用
維
持
要
件
を
満
た
さ
な
く
て
も
一

定
の
手
続
き
に
よ
り
納
税
猶
予
が
継
続

さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
た
だ
、
新
制

度
は
令
和
９
年
末
ま
で
１
０
年
間
の
限

定
措
置
の
た
め
、「
効
果
的
な
制
度
だ
が

時
限
措
置
な
の
で
今
が
チ
ャ
ン
ス
。
い

ち
早
く
取
り
組
ん
だ
方
が
い
い
」（
井
上

昭
二
税
理
士
法
人
プ
ロ
ネ
ッ
ト
代
表
）

と
い
う
。

　

適
用
を
受
け
る
に
は
令
和
５
年
３
月

末
ま
で
に
認
定
経
営
革
新
等
支
援
機
関

の
指
導
・
助
言
を
受
け
て
「
特
例
承
継

計
画
」
を
都
道
府
県
庁
に
提
出
す
る
必

要
が
あ
る
。
計
画
作
成
に
は
１
～
３
カ

月
程
度
か
か
り
、「
経
験
値
が
い
る
の
で

事
業
承
継
税
制
に
慣
れ
て
い
る
機
関
か

ら
助
言
を
も
ら
う
方
が
望
ま
し
い
」（
井

上
代
表
）
そ
う
だ
。
そ
の
点
、
認
定
経

営
革
新
等
支
援
機
関
の
税
理
士
法
人
プ

ロ
ネ
ッ
ト
は
内
部
に
専
門
部
署
を
設
け
、

２
０
０
３
年
以
降
、
事
業
承
継
に
関
す

る
相
談
件
数
は
数
百
件
に
の
ぼ
る
。
井

上
代
表
は
「
プ
ロ
の
ア
ド
バ
イ
ス
を
受

け
て
、
事
業
承
継
税
制
の
納
税
猶
予
を

活
用
す
る
こ
と
で
本
業
や
人
材
育
成
に

エ
ネ
ル
ギ
ー
を
使
え
る
。
自
社
株
対
策

は
タ
イ
ミ
ン
グ
を
失
う
と
後
に
対
応
し

に
く
い
。
承
継
を
受
け
る
人
こ
そ
専
門

家
に
相
談
し
て
み
て
は
ど
う
か
」と
語
る
。

税
理
士
法
人
プ
ロ
ネ
ッ
ト

事
業
承
継
の
相
続
税
、贈
与
税
が

　  
全
額
猶
予
、専
門
家
へ
相
談
は
今

特例事業承継制度


